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研究成果の概要（和文）：組織フィールドとして製薬産業・大手新薬メーカーと金融産業・大手

証券企業を選択し、人事制度を対象に調査を行った。方法はケーススタディ。それぞれに対し

て 7 社と 5 社の企業に対して実施した。結果は、大手新薬メーカーのほうが、収斂化傾向が強

かった。収斂化の方向は、欧米型人事制度への方向への収斂化である。これに対して、大手証

券企業のほうが、差異化度合が大きかった。大手証券企業では欧米型人事制度へ変化している

企業もあり、そうでない企業もあった。 

 

研究成果の概要（英文）：The researchers selected large pharmaceutical firms whose main 

business area is development of new drugs in pharmaceutical industry and large security 

firms in financial industry as organizational fields, and researched HR systems in these 

firms. The researchers conducted case studies for seven firms and five firms for each 

organizational field. As a result, the research found that the extent of convergence in the 

pharmaceutical case study firms is larger than that in the security firms. The direction of 

the convergence is towards the western-type of HR system. On the other hands, the extent 

of divergence among HR systems in the security case study firms is larger. There are both 

types of firms among the security case study firms; one type is the firms that changed 

towards the western-type of HR system and the other type is the firms whose HR systems 

are static.   
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１．研究開始当初の背景 

1990年代以降、日本的経営の根幹ともいわ
れてきた人事システムに変化が生じている。

こういった中、日本型人事システムの変化の
度合い・方向性に関する研究が数多く行われ
ている。研究の中には日本型人事システムの
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欧米型人事システムへの収斂化という結果
をだしたものもあり、日本型人事システムを
日本型とアメリカ型の進化系と位置付ける
結果をだしたものもあるなど、これまでの研
究結果にはさまざまなものがある。 

研究の理論的フレームワークについても、
組織論からの分析、労務管理論からの分析、
労働経済学からの分析など多彩なアプロー
チがなされている。こういった中で、本研究
では、研究代表者である須田が以前より研究
を 進 め て い る 分 野 で あ る 制 度 理 論
(Institutional theory)からの分析を行い、
日本型人事システムの研究に新たな視点を
与えるのが、研究開始当初の背景として挙げ
られる。 

制度理論からの人事システムの分析は、欧
米諸国でも 1990 年代～2000 年代以降に焦点
を当てられている新しい分野であり、日本に
おいては制度理論からの人事システム分析
はほとんど行われていない。 

研究代表者の須田は、イギリスで取得した
博士論文において日英企業の人事システム
の比較を制度理論から分析しており、日本で
は数少ない制度理論からの人事システムの
分析を行っている研究者である。このような
研究代表者のこれまでの研究成果を踏まえ
て、日本では緒についたばかりの制度理論か
らの人事システム分析という新規性の高い
研究分野に取り組もうというのが、本研究開
始の背景であった。 
２．研究の目的 
 日本型人事システムは、長期雇用、内部人
材育成、人ベースの社員格付け、年次管理に
基づく査定付年功制、遅い昇進・選抜、集権
的人事管理などによって特色づけられる（須
田 2010）。だが同じ日本企業でも産業セクタ
ーや資本構造（国内資本か、外資系企業の子
会社かなど）、経営戦略などさまざまな要因
によって人事システムの内容は異なってく
る。 
 ではどのような要因によって企業の人事
システムは決定されるのだろうか。さらに人
事システムに変化をもたらす要因は何か。
1990 年代以降大きな変化を続ける日本型人
事システムにとって変化の要因とメカニズ
ムの分析は重要である。 
 本研究ではこのような問題認識に基づき
人事システムの収斂化と差異化、変化と安定
のいう２つの軸からなる理論的フレームワ
ークを構築し、このフレームワークから企業
各社における人事システムの決定要因と、人
事システムの形成・変化のメカニズムを知る
ことを目的としている。 
 分析の理論的フレームワークの中核をな
すのが、研究代表者の須田が専門分野として
いる制度理論である。制度理論は政治学、経
済学、社会学など社会科学の多様な方面で発

達しているが、本研究で活用するのは制度社
会学から発展した制度組織論、Variaties of 
Capitalism（VoC）アプローチやレギュラシ
オン学派など各種の比較制度経済学である。 
 制度組織論分野で活用する主要な理論的
フレームワークとしては、組織フィールド
(organizational field)(Scott 2008) 、規
制・規範・認知という３つの制度化要因
(Scott 2008)、技術環境・制度環境(Scott and 
Meyer 1991)、制度変化に関してこれまでに
提案されたさまざまなモデル(Oliver 1992; 
Greenwood and Hingings 1996)などが挙げら
れ、これらのフレームワークからの分析を行
う。さらに制度社会学を基にした国際ビジネ
ス比較に関するモデル(Whitley 1999, 2008)
も分析のフレームワークとして活用する。 
 比較制度経済学分野では、制度補完性分析
( Hall and Soskice 2001, Amable 2003)、
社会制度変化に関するモデル(Streeck and 
Thelen 2009; Mohoney and Thelen 2010)な
どを分析のフレームワークとして用いる。 
 これらの制度理論の枠組みの中に位置づ
けられる多様な理論的背景に基づいて、日本
企業（本研究では外資系企業の日本法人も含
めて日本で活動する企業を日本企業と定義）
における人事システムの変化を分析し、企業
間の人事システムの比較を行うことで、人事
システムの形成・変化のメカニズム解明に新
たな視点を発見することが、本研究の目的で
ある。 
３．研究の方法 
 本研究は、収斂化と差異化、変化と安定と
いう 2 軸から企業の人事システムを比較し、
これを通じて人事システムという複雑なシ
ステムの形成・変化のメカニズムを分析する
ものである。 
 研究方法は文献研究と実証研究の２つに
分かれる。文献研究の目的は理論的フレーム
ワークの構築にあり、実証研究では理論的フ
レームワークに基づいて実証研究を行う。 
 文献研究では以下の領域を対象とした。 
(1) 国・産業セクターレベルなどの組織フィ

ールドに関する領域 
① 各国の社会システムに関する領域 
② 産業セクターレベルの組織フィールドに

関する領域 
(2) 経営戦略論 
(3) 人事システム 
(4) 労働市場 
(5) 実証研究で対象とする産業セクター研究 
 実証研究で活用したのは、ケーススタディ
である。当初は選択した産業セクターごとに
3，4社に対してケーススタディを行う予定で
あったが、実際は金融産業・大手証券会社 5
社、製薬産業・大手新薬メーカー7社に対し
てケーススタディを実施し、予定よりも数多
くの企業を対象にケーススタディを行った。



 

 

ケーススタディ企業が増えた大きな理由は、
資本構成（日本資本の企業と外国資本企業の
日本法人）の違いが、企業の人事システムに
与える影響を調査するために、日本資本企業
複数社・外国資本企業複数社をケーススタデ
ィ企業としたためである。 
 本研究は、変化する日本型人事システムの
変化を研究の主要目的のひとつとしている
が、日本型人事システム変化の要因として外
国資本企業の存在が指摘されており（Olcott 
2010）、日本で活動する日本資本業と外国資
本企業の比較は重要であるというのが、その
理由である。 
 ケーススタディの種類は、定性的ケースス
タディと定量的ケーススタディに大別され
るが、本研究では定性的ケーススタディを行
い、必要に応じて定量データを補完的に用い
ることした。複雑な人事システムの分析には、
定性データが不可欠であるためである（須田
2004）。 
 ケーススタディで活用したメソッドは、ド
キュメンタリーアナリシス（内部ドキュメン
ト中心）とインタビューである。 

製薬産業・新薬メーカーについては、ケー
ススタディに加えて、同産業で働く労働者の
グループインタビューを実施した。目的は同
産業の労働市場の状況（人材流動化の状況）、
大手新薬メーカーにおける人事システムの
動向、製薬産業労働者のキャリア志向、など
を探ることにある。 
４．研究成果 

本研究では、文献調査の成果としての理論
的フレームワークの提示と、実証面での研究
成果の２つがある。 
 
理論面の成果 

理論的フレームワークの提示に関しては、
研究代表者の須田が著書『戦略人事論：競争
優位の人材マネジメント』を発行し、同著書
において企業の人事システムに影響を与え
る要因を同質性圧力・異質性圧力から分析し
た企業の人事システム形成に関する包括的
フレームワークを提示。同質性圧力の理論的
背景として制度理論を、異質性圧力の理論的
背景として経営戦略論を挙げた。 
実証面の成果 

実証研究面では、組織フィールドレベルと
して国レベルと産業セクター・業態の２つの
レベルを設定し、国レベルでは日本で活動す
る企業とし、産業セクター・業態レベルでは
製薬産業・大手新薬メーカーと金融産業・大
手証券会社の２つを設定。この２つの産業セ
クター・業態の複数企業に対するケーススタ
ディを通じて企業の人事システムの比較を
行った。比較の軸は、収斂化と差異化、変化
と安定の 2軸である。 

以下に、それぞれの組織フィールドにおけ

るケーススタディ企業の人事システムを概
観する。ケーススタディでは、人事機能を幅
広く調査しているが、ここでは採用・雇用、
社員等級・報酬面のみを紹介する。 
ケーススタディ結果 
(1)製薬産業・大手新薬メーカー7社（日本資
本 4社・外国資本 3社） 
① 採用・雇用分野 
7 社すべてで新卒採用と中途採用を実施。新

卒採用については 7社すべてで研究職・臨床
開発・生産技術・ＭＲなど職種別採用を実施
している。 
補完的施策としての雇用施策 
解雇権が制限されている日本の制度環境に

対応して、新卒採用は長期雇用が可能とする
範囲に限定し、必要に応じて中途採用・間接
雇用などを活用している。間接雇用はスキル
の高いコア職種でも行われており、コントラ
クトＭＲ、コントラクト臨床開発などを活用
している。 
② 社員等級・報酬分野（管理職）（報酬分

野では管理職・一般職ともに基本給に限
定して紹介する） 

7社中 6社でポイントファクター職務評価に
基づく職務等級と職務給を導入。このうち 5
社では、職務等級別範囲給（ミッドポイント
をマーケットペイで決定）とし、賃金レンジ
の中にサブレンジを設定。下位のサブレンジ
では昇給率を高くし、上位のサブレンジでは
昇給率を低くしている。同一等級に長期間滞
留すると昇給率を低くし、等級昇格による昇
給率を高くすることが目的である。同時に人
事考課に応じてマイナス昇給を導入してい
る。また 6社のうち残りの 1 社では、職務等
級別のシングルレートを導入しており、レー
トはマーケットペイで決定している。 
このようにポイントファクター職務評価

に基づく職務等級・職務給を導入する企業が
多いが、7 社中 1 社だけが異なっており、従
来からの職能資格等級と職能給を維持して
いる。 
③ 社員等級・報酬分野（一般職） 
7 社中 6 社で職種別職務等級・役割等級を

導入し、この等級制度に基づいて職務給・役
割給を導入している。職務の厳密化度合は 6
社間で異なる。6 社中 1 社が一般職にもポイ
ントファクター職務評価を導入し、3 社が職
種別社員等級・賃金レンジを導入。1 社は社
員等級面では公式には職種別等級を導入し
ていていないが、報酬面では公式の職種別賃
金レンジを導入。1 社は以前は職種別社員等
級・賃金レンジであったが、現在は職種別構
造を廃止している。なお、6 社中 4 社で降格
制度・降格実績ともにある。 
管理職と同様に、7 社中 1 社のみが職能資

格等級を維持しており、基本給は職能給＋本
人給の並存型基本給体系となっている。 



 

 

 
(2)金融産業・大手証券会社 5社（日本資本 3
社・外国資本 2 社） 
① 採用・雇用分野 
採用方針は日本資本と外国資本で明確な差
異がみられ、外国資本 2社は中途採用中心で
新卒採用は限定的。日本資本 3社は新卒採用
中心で、中途採用の方針は異なる。1 社はグ
ローバル型と国内型総合職に社員を分けて
おり、グローバル型は中途採用中心、新卒採
用は限定的である。残りの 2 社は中途採用は
限定的だが、うちの 1社は専門的部門では増
加の方針をとっている。 
補完的施策としての雇用施策 
日本資本企業については、グローバル型と

国内総合職の社員区分を有する 1社以外では
新卒中心。高額報酬のコア職種であっても間
接雇用の習慣が一般的ではないため、解雇乱
用権法理が確立している日本においては、退
職が問題となる。なお、外国資本企業でも期
限の定めのない雇用契約を結んでいる。退職
が問題となる。日本資本企業 1社では総合職
型の希望退職や中途採用者の退職勧奨が行
われている。他の 1 社もグローバル型社員に
対しては外国資本企業に準じる雇用体系と
されており、今後は退職勧奨が行われる可能
性があるとしている。3 社ともに支店営業で
は有期雇用の歩合個人営業社員がいる。 
② 社員等級・報酬分野 
ケーススタディ企業各社で社員等級・基本

給の基準は異なっている。グローバル型と国
内型総合職の社員区分を有する日本資本企
業では、国内型総合職では職務等級・職務等
級の並存型社員等級に基づき、基本給も職務
給＋職能給の並存型となっている。また同社
においてグローバル型社員に対しては職務
等級と職務給が導入されている。このように
同社ではグローバル型と総合職型に対して
異なる社員等級・基本給が導入されている。 
日本資本 1 社は職務等級・職能給の並存型

社員等級であり、これに基づき職務給＋職能
給の並存型基本給が導入されている。日本資
本 1社は職能給（全国支店への人材配置を重
視しているために、数年前に職務給から職能
給に転換している）である。これに対して外
国資本企業 2社はともに職務給である。 
報酬全体に関しては賞与主体という特色が
ある。特に外国資本の事業部門のフロント職
では、年俸の数倍の賞与が支給されてきた。
日本資本の企業でも営業部門では基本給を
超える賞与が支給されることが稀ではなか
った。 
このように賞与の比率が高かったが、リー

マンショック後は、外国資本では賞与主体か
ら年俸主体へと変化しつつある。 
製薬産業・大手新薬メーカーと金融産業・大
手証券会社の比較 

以上の２つの組織フィールドのケーススタ
ディ企業の人事システムを収斂化・差異化、
変化・安定から比較すると以下のようになる。 
(1)大手新薬メーカー 
採用・雇用、社員等級・報酬施策では大枠

で収斂化がみられる。採用・雇用に関しては、
新卒採用は職種別とし、制度環境に適応して
間接雇用で雇用の柔軟性を高めている。社員
等級・報酬に関しては、7 社中 6 社で職務・
役割等級に基づく職務給・役割給を導入して
いる。特に管理職に関してはポイントファク
ター職務評価に基づく社員等級・報酬構造を
導入している。 
このよういにケーススタディ企業間で人事

システムの収斂化度合が高い。変化の方向と
しては 6 社に共通しているのは、日本型から
欧米型への人事システムの変化である（須田
2010；平野 2006）。ここからは変化の方向性・
度合で収斂化がみられるといえる。 
(2)金融産業・大手証券会社 
採用・雇用、社員等級・報酬施策でケース

スタディ企業間で差異化がみられる。採用・
雇用面では外国資本 2社と日本資本 1社のグ
ローバル型社員で部門別採用（職種別採
用）・雇用が行われ、日本企業 2 社では新卒
中心で会社全体として集権的な雇用施策が
とられている。社員等級・報酬についても、
外国資本 2社と日本企業 1社（グローバル社
員）で職務等級・職務給、日本資本 1社で職
務・職能の並存、日本資本 1 社で職能等級・
職能給が導入されている。 
以上のように大手証券会社ではケーススタ

ディ企業間で人事システムの差異化がみら
れる。これは日本型から欧米型への人事シス
テムの変化の方向性・度合の間で差異化がみ
られるといえる。 
２つの組織フィールド間の収斂化・差異化、 
変化・安定の違いの分析 
(1)技術環境・制度環境からの分析 
大手新薬メーカーはビジネスモデルがほ

ぼ同じであり、同一のビジネス領域で競争し
ている。そのため制度環境・技術環境ともに
ケーススタディ企業間で共有されていると
いえる。制度環境については、規制の枠組
み・求められる規範などが共通（制度環境は
日本という国としての環境要因が大きい）し
ており、これが人事システム収斂化の要因と
なる。技術環境については、市場ニーズの高
い薬の開発・普及が利益の源泉という市場・
利益構造に対する状況が共通しており、これ
が人事システム収斂化の要因となる。同じ技
術環境である労働市場については、産業特殊
スキルの高い社員比率が高く、これが人材流
動化を生むひとつの要因となっている。この
労働市場の特性との補完性が人事システム
収斂化の要因となっている。以上のように同
一ビジネス領域で競争している大手新薬メ



 

 

ーカーにとって技術環境の共有度合が大き
く、これに人材の特色が加わり、これが人事
システム収斂化の主要要因となっていると
考えられる。 

大手証券会社は規制の枠組み・求められる
規範という制度環境、高度な金融知識・語学
力が必要とされる投資銀行・市場部門、強い
セールスカルチャーが必要とされる営業部
門など人材要因（技術環境）では、ケースス
タディ企業は共通している。だがケーススタ
ディ企業間で市場戦略・組織構造（外国資本
2 社は法人・投資銀行部門重視、日本資本 1
社は法人・個人両方を重視しているが、破た
んした外国資本企業のビジネス継承を契機
に投資銀行部門を重視する方向で戦略転換。
日本資本 1社は国内・アジア市場重視、日本
資本 1社は国内の個人顧客市場重視、投資銀
行部門は外国資本とアライアンスで実施）が
異なっており、大手新薬メーカーとは異なり、
同一ビジネス領域で競争しているとは言い
難い面がある。これが人事システムの差異化
要因となっていると考えられる。 
(2) 組織フィールドの広がり方・濃さの度合
の違い（個別ケーススタディ企業の戦略によ
る組織フィールドの差異化度合） 

産業セクター・業態というくくりでは同じ
であっても、ビジネス領域の収斂化度合は、
調査対象の２つの組織フィールドの広がり
方・濃さの度合いは異なっている。ここでは
以下の２つの観点から分析する。 
① 市場(product market)の幅と個別企業の

選択の余地 
新薬メーカーにとって顧客は患者（最終消

費者）と医者（意思決定者）であり、国内市
場においては保険料・薬価基準などで市場規
模は規定されている。このように企業にとっ
て市場・顧客の選択の幅が狭い。これに対し
て証券会社は法人顧客市場とするか、個人顧
客市場のどちらを選択するかは個別企業が
選択の余地がある。国内市場の限定・規定度
合も新薬メーカーよりも大きい 
② 人材の幅 
新薬メーカーでは専門知識（産業特殊スキ

ルが多い）を有し、エンプロイヤビリティの
高い社員の割合が高い。これに対して証券会
社では専門知識（産業特殊スキル＋一般スキ
ル）のレベルに社員間で差がある。個別企業
が選択した市場に応じて社員の専門知識レ
ベルに差がでている。 

以上のように、市場の幅、人材の幅の２つ
の点からみると、新薬産業のほうが個別企業
の選択余地が少なく、これが組織フィールド
の広がり方・濃さの度合いに違いを出してい
ると思われる。 
(3)技術環境・制度環境の強弱による人事シ
ステムの特色からの分析 

産業セクター・業態に応じて技術環境・制

度環境には強弱があることは、Scott and 
Mayer(1991)などによって主張されている
（技術環境・制度環境の強弱によって、４つ
のマトリックス化）が、この枠組みを基に
Sheer and Leblebich（2001）は技術環境・
制度環境の強弱に応じた人事システムの特
色を４つのマトリックスで分類している。 
４つのマトリックスの人事システムの特色
は以下のとおり。 
技術環境・制度環境共に強い⇒集合的適合に
よる収斂化と多様性 
技術環境強い・制度環境弱い⇒淘汰を通じた
競争的多様性 
技術環境弱い・制度環境強い⇒安定的なベス
トプラクティスの選択 
技術環境・制度環境共に弱い⇒ランダムな組
織独自な多様性 
調査対象の２つの組織フィールドを４つの
マトリックスに対応させると、以下のように
なる。 
製薬産業・大手新薬メーカー⇒技術環境・制
度環境共に強い⇒集合的適合による収斂化
と多様性 
金融産業・大手証券会社⇒技術環境強い・制
度環境は大手新薬メーカーに比べると弱い
⇒淘汰を通じた競争的多様性 
このように、今回の調査におけるケーススタ
ディ企業の人事システムは、 Sheere and 
Leblebiciの主張を支持するものであった。 
以上、本研究の主要理論的背景の中の３つ

の視点から、調査対象組織フィールドのケー
ススタディ結果を比較した。それぞれの視点
で、組織フィールドごとに異なる人事システ
ムの形成・安定・変化のメカニズム分析に迫
ることができたと思われる。 
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